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南海トラフ地震における応援県等・受援県

の組合せの考え方について 

１ これまでの協議会における意見等 

(1) 中間報告書 

  ○ 検討に当たっては、相互応援協定等に基づく応援が存在することが前提。 

  ○ 応援協定等に基づく応援が先行して行われた結果、被災都道府県の間で著しい偏

りが出ることが見込まれる場合等には調整を行うことが現実的である。 

など 

(2) 構成員からの意見の概要 

  ○ 既存の協定を考慮するよりも、むしろ被害を想定して、迅速に被災地に行けるル

ートを確保するということを重視してほしい。 

  ○ 被災地までの移動距離や応援可能な規模を考慮して欲しい。 

○ 災害発生時には応援側にも変動的な要素が多いと思っている。応援規模を突き詰

めるよりも、ある程度の規模感で、例えば初動から入れる県はここにしておこう、

追加で状況を確認してから入る都道府県はこうしようとか、当てはめを決めた上で、

その中でどうしていくか考えていった方が、より現実的な議論が出来るのではない

か。 

  ○ どういう形の災害が起こるかということから含めて想定が難しい中で、１対１で

の対応はなかなか難しいのではないかと考えている。 

  ○ ブロック単位という考え方は１回外して、日本海側と太平洋側で一つの固まりを

考えていくような発想が大切ではないか。 

など 
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第２ 具体計画等における記載 

(1) 南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画【内閣府防災】 

   当該計画においては、被害想定等を踏まえ広域応援部隊の派遣先、派遣規模等を計

画することとしている。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（参考） 第３章３ 広域応援部隊の派遣先 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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(2) 南海トラフ地震における緊急消防援助隊アクションプラン【消防庁】 

消防庁の南海トラフ地震における緊急消防援助隊アクションプランでは、各地域ブ

ロックの被害想定に基づき、都道府県の大隊単位で４つの応援編成計画（参考資料２

参照）を構築している。 

当該計画の策定においては、被害規模や重点受援県までの移動距離などが考慮され

ており、被災ケースごとに重点受援県と応援大隊の組合せは異なっている。 

なお、当該計画では計画策定当初、被害確認後応援都道府県についても事前に応援

先を計画していたが、現在は即時応援都道府県の大隊のみ応援先を事前に計画してい

る。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（参考１） 応援編成計画：中部地方が大きく被災（令和２年７月） 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（参考２） 応援編成計画：東海地方が大きく被災（策定時） 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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(3) 南海トラフ地震応急対応マニュアル【関西広域連合】 

   関西広域連合では、カウンターパートが決まるまでの間、発災後自動的かつ直ちに

緊急派遣チーム（暫定）を派遣することとしており、当該チームを派遣する派遣予定

県があらかじめ定められている。 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（参考） 南海トラフ地震応急対応マニュアル 

Ⅱ 南海トラフ地震発生の対応  ２ 初動対応の基本的な流れ  

      ⑶ 応援受援方針 
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第３ 今後の協議の方向性（案） 

 

【１：検討の前提となる考慮要素について】 

○ 移動距離や被害想定に注目した上で、まず、応援県等・受援県の組合せ検討の前

提となる応援団体の到着時間や被害全体に占める各受援団体の被害割合などを想定

し、議論を行ってはどうか。 

 

【２：応援県等に関する議論の整理及び順序について】 

○ 南海トラフ地震発災時には、大きな被害を受けず初動から動ける可能性が高い団

体（以下「即時応援県等」という。）と自団体の被害状況確認後でしか対応できない

団体（以下「被害確認後対応県等」という。）が想定され、前者の団体と後者の団体

とでは応援に入ることが可能になるタイミングに関して大きなズレが生じると考え

られる。 

また、後者の団体は実際の災害時の被害状況によっては受援団体ともなりえ、前者

の団体とは異なる考慮が必要となると考えられる。 

そこで、応援県等の割当ての検討においては、即時応援県等と被害確認後対応県等

を区別し、前者の団体の割当先について議論した後、後者の団体について議論を行っ

てはどうか。 

 

【３：応援県等・受援県の組合せに関する議論のベースについて】 

○ 移動距離や被害想定をもとに計画されている緊急消防援助隊の応援編制計画をベ

ースに応援県等・受援県の組合せの議論を行ってはどうか。 

 


